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 政府と経済界、地⽅団体等が⼀堂に会し、政府⽀援を背景とした全国各地における⼒強い投
資の伸びを確認。経団連は、2027年度115兆円超の投資⽬標を発表。

 持続的な賃上げ、地域活性化、少⼦化対策等のためには国内投資の⼀層の加速が必要であ
ることを官⺠の共通認識とし、それに向けた⺠間の要望事項を、⾻太⽅針や成⻑戦略に反映する
ことで、投資を拡⼤していく取組を実⾏していく⽅針を総理から表明。



 国内投資を促す強⼒なインセンティブ
• 主要各国の産業政策に劣後することなく、社会課題解決に絞って財政⽀援を⾏うとの考え⽅が重要。企業が予⾒可

能性をもって継続的に投資を⾏なえるよう、⻑期⼤規模な⽀援、複数年度にわたる政府のコミットが肝要（経団
連・⽇商）

• 予⾒可能性を⾼めるということに加えて、国費や減税等、インセンティブをもう⼀段⾼めてほしい（同友会）
＜ＧＸ＞
• ⽔素アンモニアや洋上⾵⼒等の研究開発・実証拠点への⽀援、将来市場獲得に向けた国際標準化の推進（商取引・

契約等、運搬船関連設備、燃焼利⽤機器仕様等の技術） （北海道、東北、中部、中国） （中部）
• コンビナートにおける複数社の⽔素アンモニア共同調達・ﾃﾞｰﾀ共同利⽤等に関する独禁法の取扱の柔軟化（中国）
＜ＤＸ＞
• 次世代半導体⼯場の建設・操業、研究開発・⼈材育成などの関連事業整備に向けた強⼒な⽀援（北海道）
• 次世代計算基盤の構築が不可⽋であり、関連分野への積極的な投資が重要（同友会）
＜その他＞
• 次世代モビリティ実現に向けた⾞両・道路・通信の共通プラットフォーム化、⾰新的な産学官連携の構築（中部）
• 観光分野における⾼付加価値化や⽣産性向上への⽀援（中国）

世界最⾼⽔準の投資・事業環境の整備

⺠間団体からの主要な要望事項のポイント①

 国内投資を円滑化する環境整備・規制緩和
• 農地や市街化調整区域に係る⼟地利⽤調整の円滑化（中部・九州）

 産業インフラへの徹底投資
• ⼯業⽤⽔を推進する⾃治体等への財政⽀援、幹線道路等交通ネットワークの強化（北陸・中部・九州）
• ⺠間データセンターの地⽅分散への⽀援（北海道）
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⺠間団体からの主要な要望事項のポイント②
戦略産業の国際獲得競争に負けないイノベーション環境の整備
 研究開発拠点の⽴地やイノベーションの商業化促進
• パテントボックス税制など、海外と⽐べて遜⾊なく無形資産投資を後押しする税制措置（経団連・⽇商）
• 先端産業分野を中⼼とした⺠間の研究開発投資に対するさらなる⽀援（関⻄）

 スタートアップ・エコシステムの創出
• ⾃治体とスタートアップとの連携事業に対する⽀援の拡充（四国）
• オープンイノベーション促進税制の延⻑等のスタートアップ創出⽀援（四国）
優秀な⼈材確保・⼈⼿不⾜対応

 少⼦化対策に繋がる、地⽅における若者・⼥性の職場の拡⼤
• 地域の良質な雇⽤の受け⽫としての中堅・ 中⼩企業の⾃⼰変⾰への挑戦⽀援、事業承継税制の恒久化（⽇商）
• ⼤都市圏への流出が続いている若者の地域定着に資する⽀援制度の拡充、実効性ある少⼦化対策（北陸）
• 地⽅⼤学・⾼専の機能強化（四国）
 ⼈⼿不⾜対策としての省⼈化・⾃動化投資の促進
• デジタル化による省⼒化や合理化投資への⽀援の拡充（経団連、⽇商）
• 次世代の物流システム構築に向けた、機械装置・物流資材・ソフトウェア整備促進に関する投資促進（中国）

公的負担抑制による原資の確保

 ⼈への投資・成⻑分野への労働移動
• 先端産業分野における⼈材育成や地⽅の成⻑産業への労働移動を促すインセンティブの拡充（関⻄・九州）
• 海外⼈材誘致のための国際的な教育・⼦育て環境の整備（九州）

• 中⼩企業向け賃上げ促進税制の繰越控除措置（⽇商）
• 前向きな投資や賃上げに⽔を差さないよう、法⼈増税や社会保険料負担増への慎重な対応（⽇商） 4


